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大田区マンション管理計画認定制度 Ｑ＆Ａ 

 

≪制度について≫ 

誰が申請できるか。 管理計画の認定の申請主体は、マンションの管

理組合の管理者等です。管理組合の理事長であ

ることが多いです。 

申請前に区へ事前相談が必

要とあるが、予約が必要か。 

予約は必須ではありませんが、あらかじめご連

絡をいただけますと幸いです。 

なぜ事前相談の際に、申請書

を提出しなければならない

のか。 

申請には手数料が必要ですが、申請後に記載内

容が認定基準に適合しないと審査された場合

でも、手数料を返金できないこと等を鑑み、事

前に申請内容を確認させていただきます。 

審査にどのくらいの時間が

かかるか。 

事前相談に来ていただいてから審査結果をお

知らせするまで、１か月～２か月程度を見込ん

でいます。（区職員による訪問調査時間含む。） 

その後、区へ申請をいただいてから結果通知の

送付までは、申請手数料の納付確認等を考慮

し、２週間程度を想定しています。 

マンション管理について十

分な知識がないと、審査でき

ないのではないか。 

マンション管理士や建築士等の資格がなくて

も、特段の支障なく認定事務を行えるよう、国

土交通省が自治体向けに作成した「管理計画認

定に関する事務ガイドライン」を参考に、細心

の注意を払い審査します。 

申請手数料は23区一律の金

額か。 

各区の判断になります。大田区は国の基準に加

え、大田区独自の基準を定めており、審査事務

等も考慮した手数料となっています。 

認定に有効期間はあるか。 認定の有効期間は、認定を受けた日から５年間

です。引き続き認定を受けるためには期限到来

前に更新手続が必要となります。 

なお、区からは有効期間満了に関する通知等は

行いませんので、ご注意ください。 

令和５年10月から開始する

理由は何か。 

マンション管理計画認定制度に先立つ、大田区

マンション管理適正化推進計画が「大田区住宅

マスタープラン」に包含され、令和５年３月に

策定されました。制度の広報・啓発や事前相談

期間を設けたのち、令和５年10月から申請受付

を開始しました。 
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認定されたマンションは公

表するか。 

公表に同意されたマンションについては、区ホ

ームページおよびマンション管理センターの

閲覧サイトにて、マンション名・所在地・認定

日・認定コードが公表されます。（管理計画の内

容は公表されません。） 

 

≪区独自基準について≫ 

１ 管理組合の運営 

議事録は原本でなく写しで

も認められるか。 

認められます。 

議事録は議長や議事録署名

人の署名人数など、規約の規

定を完全に満たしていない

と認められないか。 

規約の規定に準拠した議事録であることが望

ましいですが、開催日、参加人数、議事の内容、

決議の内容および有効性、議事録署名人などが

記載されていれば、完全に満たしていなくても

認められます。 

なお、議事録の写しをご提出いただく際には、

議事の内容や署名人欄にある個人情報は、あら

かじめ墨塗又はマスキング等の処理をしてい

ただくようお願いします。 

議事録は、総会議事録に準じ

た考え方で良いか？ 

総会議事録に準じた考えで構いません。 

なお、ご提出いただく議事録の写しの中に個人

情報が含まれる場合は、あらかじめ墨塗又はマ

スキング等の処理をしていただくようお願い

します。 

総会議事録とは、臨時総会の

議事録も含まれるか。 

含まれます。 

管理会社が関係図書を保管

している場合も認められる

か。 

認められます。訪問調査の際にご準備くださ

い。 

届出書とはどのようなもの

か。 

当該マンションに必要となる届出書です。例え

ば、管理状況の届出書や消防法等に基づく届出

書等です。 

マンションの竣工以来すべ

ての議事録がないと認めら

れないか。 

長期修繕計画の作成又は見直しの期間に合わ

せ、おおむね過去７年分の記録があれば認めら

れます。訪問調査の際に確認いたします。 

マンションが団地型であっ

て、団地管理組合および棟ご

との管理組合が併存する場

両方の議事録が保管されていることが望まし

いですが、これによることができない事情等が

ある場合は、個別に判断することとなります。 
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合、団地全体および棟ごとの

両方の議事録が保管されて

いないと認められないか。 

第三者管理マンションであ

り理事会がない場合は認め

られないか。 

第三者管理マンションとして、理事あるいは理

事長の職を第三者に委託しているからこそ、理

事会をおいて、当該第三者管理者を管理監督す

る必要性があるとも思われます。 

理事会がない場合は認定の対象となりません。 

理事会の開催回数は年１回

でも良いか。最低開催回数の

基準等はあるか。 

最低開催回数の基準等はありません。年１回で

も構いません。 

管理会社が作成した記録メ

モで代用することはできる

か。 

管理会社の担当者が管理組合から委任を受け

て議事録を作成した旨が記録されていれば構

いませんが、議事録署名人等による確認は必要

です。 

居住者名簿の要援護者に〇

をつける形でも要援護者名

簿と認められるか。 

居住者名簿に「要援護者」欄があれば認められ

ます。 

名簿は表明保証書を提出す

ることで認められるか。 

認められます。名簿の原本（または写し）は、

訪問調査の際に確認いたします。ご提出いただ

く名簿は、組合員等の記載のない名簿の様式を

ご提出いただければ結構です。 

なお、名簿の写しをご提出いただく場合は、名

簿掲載者の個人情報の記載された部分を、あら

かじめ墨塗又はマスキング等の処理をしてい

ただくようお願いします。 

住居、店舗、事務所の複合型

マンションの場合、店舗およ

び事務所部分については、区

分所有者（組合員）名簿、従

業員（賃借人）名簿の２点の

みでも認められるか。 

最低限、区分所有者（組合員である法人又は個

人）名簿、占有者（賃借人である法人又は個人）

名簿があれば認められます。 

ただし、名簿に「要援護者」欄が必要です。 

 

名簿の保管を管理会社にま

かせている場合も認められ

るか。 

災害発生時など、緊急的に必要な都度、管理会

社から速やかに情報を得ることができれば認

められます。緊急時の対応方法等をご明示くだ

さい。 

名簿取り扱い規定のモデル

等はないか。 

特にモデル等の基準はありません。名簿の作成

者、作成基準日、利用目的、管理者、管理場所
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および管理方法など、作成者や管理者が変更と

なっても適正に作成、保管、利用、管理するた

めに管理組合が必要と認めた規定を定めてい

れば構いません。 

要援護者名簿は、区分所有者

だけでなく専有部分の賃借

人も対象になるか。家族も全

員対象か。 

賃借人およびその家族も対象となりますが、管

理組合に対して要援護者としての登録を申し

出た方のみの分で構いません。 

要援護者の調査を行おうと

したが回答してもらえない

組合員がいた場合、判明した

要援護者だけの名簿があれ

ば認められるか。 

認められます。 

 

要援護者がいない場合、要援

護者名簿は無くても良いか。 

居住者名簿に「要援護者」欄があれば、要援護

者がいなくても認められます。また、その旨が

理事長によって表明保証されていても認めら

れます。 

「名簿を適正に管理組合が

保管及び利用」とは、どのよ

うな状態を指すのか。 

個人情報が適切に管理できるような保管方法

や、災害発生時など緊急的に必要な都度、速や

かに利用できることなどが想定されます。訪問

調査の際に、実際の保管や利用について確認さ

せていただきます。 

古いマンションで竣工図書

が見当たらない場合、認定は

できないか。 

これまでに実施した大規模修繕の時などに作

成された図面等で代替できます。 

点検記録はいつまでのもの

か。 

点検記録は直近のもので構いません。当該マン

ションに義務付けられている法定点検が実施

されていることを確認させていただきます。 

「関係書類を適正に保管」と

は、どのような状態を指すの

か。 

また、管理会社が保管してい

る場合も認められるか。 

確認すべき時に、確認すべき内容を、確認でき

る状態で保管されていれば構いません。 

また、必要な時に速やかに確認できるのであれ

ば、管理会社が保管している場合も認められま

す。 

全ての法定点検を実施して

いないと認められないか。 

認められません。 

訪問調査の際に、当該マンションに義務付けら

れている法定点検が実施されていることを確

認させていただきます。 

今まで管理費用が足りず点 当該マンションに義務付けられている法定点
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検を行っていなかった。これ

から管理費を改定し、点検を

全て予算化する場合も認め

られるか。 

検の実施後に申請していただくようお願いし

ます。 

マンション管理適正化診断

サービスにおいては、点検記

録として必要なものは「特定

建築物定期調査」「建築設備

定期検査」「防火設備定期検

査」「消防用設備等点検」とな

っている。ここでの対象も同

様か。 

「特定建築物定期調査」「建築設備定期検査」

「防火設備定期検査」「消防用設備等点検」に加

えて、必要に応じて「昇降機定期検査」「専用水

道定期水質検査」「簡易専用水道管理状況検査」

「自家用電気工作物検査」等が必要となりま

す。当該マンションに義務付けられている法定

点検を、法令で定められた実施周期で、申請の

直近に少なくとも１回以上実施されているこ

とが必要となります。 

当該点検以前に、法令で定められた実施周期で

法定点検が実施されていたか否かは、当面の間

は確認の対象とはしません。 

「必要な日常点検等を適切

に実施」とは、何を以って判

断するのか。 

訪問調査の際に点検対象設備を目視で確認す

る際に、点検対象設備がある機械室等の入口の

鍵を開けられなかったり、点検対象設備の周囲

に荷物が積み上げられていて日常点検を実施

することが困難な状況であったりした場合は、

必要な日常点検等を適切に実施している旨の

表明保証書をご提出いただく場合があります。 

２ 管理規約 

細則等のない管理規約では

認められないか。 

管理規約が包括的な記載のみの場合を想定し

た規定です。管理規約のなかで詳細な運用手続

きまでが整っていれば、細則等はなくても構い

ません。 

規約に細かいことまで記載

する方針をとっており、細則

がない。この場合でも認めら

れるか。 

細かいことまで記載された管理規約が整って

いれば、細則等はなくても構いません。 

最低限必要と想定される細

則はどのようなものか。 

名簿の保管や利用などの取り扱いに関する規

定、危機管理マニュアルの作成などに関する規

定などが管理規約に定められていない場合に、

細則等に定めることが考えられます。 

管理規約および細則の原本

を紛失してしまい、それぞれ

コピーでも構いません。ただし、早急に原本の

整備を行ってください。 
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のコピーしか管理組合内に

残されていない。この場合で

も認められるか。 

住居、店舗、事務所の複合型

マンションの場合、全ての部

分に関する細則の作成およ

び保管がなされている必要

があるか。 

全ての部分に関する細則の作成および保管が

望ましいですが、少なくとも住居部分に関する

細則が整っていれば構いません。 

管理規約及び細則は存在の

有無のみが審査基準で、その

内容は問わないということ

か。 

お見込みのとおりです。 

「適正に保管」とはどのよう

な状態か。 

いつでも閲覧できるように整頓されていれば

構いません。 

４ 長期修繕計画の作成、見直し及び計画的修繕の実施等 

建物劣化診断を実施したと

ころ状態が良好で、大規模修

繕工事を数年延期すること

になった。この場合でも認め

られるか。 

大規模修繕工事について、計画的に検討されて

いることが分かるため認められます。 

大規模修繕工事を計画した

ところ、物価上昇により当初

予定の工事実施が困難とな

ったため、緊急を要する部位

のみ修繕を行い、長期修繕計

画を見直すこととした。この

場合でも認められるか。 

大規模修繕工事について、計画的に検討されて

いることが分かるため認められます。 

「長期修繕計画に基づく大

規模修繕工事等」には、大規

模修繕工事（屋根防水や外壁

塗装等）のほかに、給排水管

更新工事やエレベーター更

新工事等も含まれるか。 

含まれます。 

「大規模修繕工事等の計画

的修繕が実施」とあるが、工

事の周期の目安はあるか。 

国交省作成の長期修繕計画作成ガイドライン

には「大規模修繕工事の周期は部材や工事の仕

様等により異なりますが、一般的に12～15年程

度」との記載がありますので、これを周期の目

安とします。 
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「大規模修繕工事等の計画

的修繕が実施」とは、何を以

って判断するのか。 

修繕履歴にて確認させていただきます。 

また、会計報告にて確実に大規模修繕工事等へ

の支出が確認できれば可とします。 

５ 届出 

今まで届出していなかった。

これから届出をすれば認め

られるか。 

認められます。事前相談までに届出をしてもら

えれば構いません。 

届出の方法が知りたい。 紙による届出、オンラインによる届出が可能で

す。 

 

【紙による届出】 

区窓口へ直接提出か郵送をお願いします。 

担当：建築調整課住宅担当（区役所7階14番窓

口） 

【オンラインによる届出】 

管理状況届出システムから届出をお願いしま

す。 

「東京都 管理状況届出」で検索いただくと表

示されます。 

届出の用紙はどこでもらえ

るか。 

インターネットがご覧いただける環境であれ

ば、「東京都マンションポータルサイト」から届

出用紙がダウンロードできます。また、区窓口

でもお渡ししています。 

昭和59年１月１日以降に新

築されたマンションだが、届

出したい。 

まずは新規ユーザー登録が必要です。東京都マ

ンション課マンション施策推進担当（03-5320-

5004）へご連絡いただくか、管理状況届出シス

テム画面の「新規ユーザー登録」ボタンからお

手続きください。 

管理状況届出システムのロ

グインに必要なIDとパスワ

ードが知りたい。 

令和２年に東京都マンション課から要届出マ

ンションの管理組合へ郵送にて一斉に送付済

みです。お手元にないなど分からない場合は、

東京都マンション課マンション施策推進担当

（03-5320-5004）へお問合せください。 

６ 危機管理体制 

防災訓練の実施頻度に規定

はあるか。 

最低２年に１度は実施してほしいところです。

それよりも少ない頻度で実施している場合は、

物資の整備または要支援者等の把握等を行っ

ていることにより、認定基準を満たしてもらえ
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ればと思います。 

地域の自治会の防災訓練に

担当者が参加し、他の住民と

も情報共有をしている場合、

認められるか。 

認められます。 

「防災訓練の実施、防災資機

材及び備蓄物資の整備」は具

体的にどこまで求められる

か。 

防災訓練は、地域の訓練への参加でも認められ

ます。 

防災資機材及び備蓄物資はマンションの規模

によってその内容に差があると思われます。申

請する管理組合が必要と思われる整備をして

いるのであれば認められます。 

マンション内に防災資機材

及び備蓄物資の保管場所が

ない場合、近隣に貸倉庫を確

保して物資を保管すれば認

められるか。 

認められます。 

危機管理マニュアルの雛形

はあるか。 

区としては、雛形を整備する予定はありませ

ん。個々のマンションに応じた独自マニュアル

の作成を目指していただきたいと考えます。 

危機管理マニュアルは数項

目の簡単なものでも認めら

れるか。 

認められます。これを機に、皆さんで検討を重

ね、徐々に拡充していただきたいと考えます。 

危機管理マニュアルは、対自

然災害に関するものだけで

なく、防犯や要援護者に対す

るマニュアルも作成しなけ

ればならないか。 

一つでもマニュアルが整備されていれば構い

ません。これを機に、皆さんで検討を重ね、徐々

に拡充していただきたいと考えます。 

防火管理者が選任されてい

るマンションにおいて、防火

管理者が作成する避難訓練

等に関する消防計画は、危機

管理マニュアルに含まれる

か。 

含まれます。 

危機管理マニュアルを独自

に作成できなかったので、大

田区の防災マニュアルなど

を各戸に配布した。この場合

も認められるか。 

認められます。これを機に、皆さんで検討を重

ね、独自マニュアルの作成を目指していただき

たいと考えています。 
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耐震改修を長期修繕計画の

一部として計画する場合、耐

震改修費用を一時徴収する

計画でも認められるか。 

耐震改修費用を一時徴収する計画でも認めら

れます。 

耐震性不足と診断されたが、

費用不足のため将来的に改

修工事を計画することとな

った。この場合も認められる

か。 

認められます。可能であれば、耐震改修のため

に積立金の増額や、一時金の徴収などにより耐

震改修費用を調達し、改修工事を早期に実施す

ることが望ましいと考えます。 

耐震改修工事計画に区の耐

震工事助成金を見込んでも

良いか。 

構いません。 

耐震性不足と診断されたが、

全てをIs値0.6の基準に達す

る改修工事は高額のため、ま

ずはIs値が0.45を下回る部

分のみ改修することで一定

の安全を確保し、段階的に工

事を実施したいと思ってい

ます。この場合も認められる

か。 

認められます。 

７ コミュニティの形成 

コミュニティの形成活動と

は具体的にどのような活動

ですか。 

町会、自治会、消防団、自主防災組織など、主

に当該マンションおよび周辺地域の居住者に

よる自主的な共同活動であり、活動参加者個々

の入退会があっても継続的な活動が認められ

るものをいいます。 

全ての区分所有者による自

治会、もしくは町内会への加

入、ならびに加入者の氏名・

人数を管理組合が把握して

いる必要があるか。 

一人でも町内会へ加入していることが分かれ

ば認定可能です。その旨を、理事長によって表

明保証されていれば認められます。 

マンション内に自治会はな

く、希望者が地域の町内会へ

個人レベルで参加している。

管理組合としては参加者数

を把握していないが、この場

合も認められるか。 

認められます。 
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町会への加入は任意と認識

しています。祭りなどへは参

加している居住者がいます。

この場合、近隣とのコミュニ

ティとして認められるか。 

祭りの運営への参加など、地域活動としての参

加であれば認められます。 

自治会設置若しくは自治会

への加入に関する規約改正

の決議が得られていれば、実

際に設置若しくは加入がで

きていなくても認められる

か。 

認められます。後日、追完的な届出をお願いし

ます。 

自治会設置若しくは自治会

への加入はどのように確認

するのか。 

その旨を理事長によって表明保証されていれ

ば認められます。 

防災訓練を定期的に実施し

ていますが、コミュニティの

形 成 と し て 認 め ら れ ま す

か？ 

自主防災組織の活動であれば認められます。な

お、現在においては自主防災組織としての活動

でなくても、自主防災組織の結成を前提とした

防災訓練であれば認められます。 

 

 


